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(57)【要約】
【課題】投射光学系における平面反射面の適切な配置に
より、投射型画像表示装置全体における高さ方向につい
て、その小型化を実現することを可能にする。
【解決手段】画像変調素子で変調された１次像面の画像
情報を２次像面となるスクリーン上へ拡大投射する投射
光学系を、正の屈折力を持つ第１光学系Ｌ１と、凹面反
射面を持つ第２光学系Ｌ２とを有して構成する。さらに
、前記第１光学系Ｌ１を、前記１次像面の側で正の屈折
力を持つ第１１光学系Ｌ１１と、前記第１１光学Ｌ１１
より前記２次像面の側で負の屈折力を持つ第１２光学系
Ｌ１２と、これらの間に配置された第１平面反射面Ｍ１
とを有して構成する。そして、前記第１平面反射面Ｍ１
のｙ軸回転角度β１を３０°＜｜β１｜＜６５°、ｘ軸
回転角度α１を３°＜α１＜１５°とする。
【選択図】図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光源と、
　前記光源から発せられた光束を１次像面となる画像変調素子の面上に均一照射する照明
光学系と、
　前記画像変調素子で変調された前記１次像面の画像情報を２次像面となるスクリーン上
へ拡大投射する投射光学系とを備え、
　前記投射光学系は、
　正の屈折力を持つ第１光学系と、
　凹面反射面を持つ第２光学系とを有し、
　前記第１光学系は、
　前記１次像面の側で正の屈折力を持つ第１１光学系と、
　前記第１１光学系より前記２次像面の側で負の屈折力を持つ第１２光学系と、
　前記第１１光学系と前記第１２光学系との間に配置された第１平面反射面とを有し、
　前記第１平面反射面のｙ軸回転角度β１が３０°＜｜β１｜＜６５°であり、前記第１
平面反射面のｘ軸回転角度α１が３°＜α１＜１５°である
　投射型画像表示装置。
【請求項２】
　前記第１平面反射面が全反射条件を満たす
　請求項１記載の投射型画像表示装置。
【請求項３】
　前記第１光学系と前記第２光学系との間に配置された第２平面反射面とを有し、
　前記第２平面反射面のｙ軸回転角度β２が２０°＜｜β２｜＜４５°であり、前記第２
平面反射面のｘ軸回転角度α２が－１５°＜α２＜－３°である
　請求項１または２記載の投射型画像表示装置。
【請求項４】
　前記第１平面反射面のｘ軸回転角度α１および前記第２平面反射面のｘ軸回転角度α２
が、－２０°＜α１＋α２＜２０°の関係を満たす
　請求項３記載の投射型画像表示装置。
【請求項５】
　前記第１平面反射面のｙ軸回転角度β１および前記第２平面反射面のｙ軸回転角度β２
が、７０°＜β１＋β２＜１１０°の関係を満たす
　請求項３記載の投射型画像表示装置。
【請求項６】
　前記第２光学系が持つ前記凹面反射面の裏面側に前記光源が配置され、
　前記第１平面反射面のｘ軸回転角度α１および前記第２平面反射面のｘ軸回転角度α２
が、－２０°＜α１＋α２＜２０°の関係を満たし、
　前記第１平面反射面のｙ軸回転角度β１および前記第２平面反射面のｙ軸回転角度β２
が、７０°＜β１＋β２＜１１０°の関係を満たす
　請求項３記載の投射型画像表示装置。
【請求項７】
　前記第２光学系から前記２次像面に至る光路上に、１つの反射面を持つ第３平面反射面
が着脱可能に配置されるとともに、
　当該第３平面反射面のｘ軸回転角度α３が－１５°＜α３＜０°である
　請求項１から６のいずれか１項に記載の投射型画像表示装置。
【請求項８】
　前記第３平面反射面が平行平板で構成され、前記第２光学系から前記２次像面に至る光
路間に２回の透過と１回の反射を繰り返す
　請求項７記載の投射型画像表示装置。
【請求項９】
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　前記第２光学系と前記２次像面との間に、屈折率ｎで構成される透過性を持つ平行平板
が配置されるとともに、
　当該平行平板のｘ軸回転角度αｔが６０°＜αｔ＜８７°である
　請求項１から８のいずれか１項に記載の投射型画像表示装置。
【請求項１０】
　前記平行平板の前記２次像面側に、前記画像変調素子からの画像情報を遮光する開閉式
の遮光板が配置されている
　請求項９記載の投射型画像表示装置。
【請求項１１】
　前記第１光学系は、
　当該第１光学系を構成する全ての光学部品が回転対称面を持つ共通の光軸と、
　当該第１光学系を構成する一部の光学部品の前記光軸と略垂直方向への移動によって前
記２次像面を移動させる画面シフト機能と
　を持つ請求項１から１０のいずれか１項に記載の投射型画像表示装置。
【請求項１２】
　正の屈折力を持つ第１光学系と、凹面反射面を持つ第２光学系とを有して、縮小側の１
次像面から拡大側の２次像面へ拡大投射するように構成され、
　前記第１光学系は、
　前記１次像面の側で正の屈折力を持つ第１１光学系と、
　前記第１１光学系より前記２次像面の側で負の屈折力を持つ第１２光学系と、
　前記第１１光学系と前記第１２光学系との間に配置された第１平面反射面とを有し、
　前記第１平面反射面のｙ軸回転角度β１が３０°＜｜β１｜＜６５°であり、前記第１
平面反射面のｘ軸回転角度α１が３°＜α１＜１５°である
　投射光学系。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、スクリーン上に投影画像を表示する投射型画像表示装置および当該投射型画
像表示装置に用いられる投射光学系に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、スクリーン上に投影画像を表示する投射型画像表示装置として、液晶プロジェク
タ装置が広く知られている。特に、最近では、投射空間を小さくしつつも大画面を表示で
きる超広角のフロント投射型液晶プロジェクタ装置の需要が高まってきている。超広角の
フロント投射型液晶プロジェクタ装置を用いれば、スクリーンに対して斜めかつ広角に打
ち込むことで、限定された空間において大画面を投射することが可能になるからである。
【０００３】
　投射型液晶プロジェクタ装置としては、例えば、変倍機能を持つリレー光学系と前記リ
レー光学系の結像画面を拡大投射する非球面反射ミラーとを備えて構成されたものが知ら
れている（例えば、特許文献１参照。）。
　ただし、このような大型の曲面反射面（非球面反射ミラー）を使用する構成では、画像
変調素子を駆動させる基板および冷却機構を含めた装置全体を考えると、その高さ方向の
寸法が大きくなりがちである。
　その一方で、投射型液晶プロジェクタ装置については、投射光学系を構成する第１光学
系と第２光学系との間に、２枚の平面ミラーを配置して、その奥行き方向の大きさを小さ
く抑えることが提案されている（例えば、特許文献２参照。）。
　また、その他にも、投射光学系を構成する第１光学系内部に１枚の平面ミラーを配置す
るとともに、当該投射光学系を構成する第１光学系と第２光学系との間にも１枚の平面ミ
ラーを配置することで、当該投射光学系の小型化を達成することが提案されている（例え
ば、特許文献３参照。）。
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【０００４】
【特許文献１】特開２００７－１１２４８号公報
【特許文献２】国際公開第０６－０４３６６６号パンフレット
【特許文献３】特開２００８－１６５２０２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上述した従来技術には、以下に述べるような難点がある。
　例えば、特許文献２に開示された構成では、薄型プロジェクションテレビのように、奥
行き方向のみを小さくする光学系には向いているが、特に高さ方向を含めた光学系全体を
小型化するためのミラーの配置にはなっていない。
　また、特許文献３に開示された構成では、凹面反射面および画像変調素子の位置関係に
問題がある。この構成の場合、照明光学系の配置方向は、光学系の奥行き方向に大きくな
る。そのため、全体を小型化するミラーの配置にはなっていない。さらに、高さ方向に関
しては、画像変調素子を駆動させる駆動基板、および、画像変調素子や光源等から発生す
る熱を冷却するシステムを考慮した場合に、高さ方向に大型化してしまうおそれがある。
　つまり、上述した従来技術では、装置全体における高さ方向について、必ずしも小型化
を実現し得るとは限らない。
【０００６】
　そこで、本発明は、平面反射面の適切な配置により、装置全体における高さ方向につい
て、その小型化を実現することを可能にする投射型画像表示装置および投射光学系を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、上記目的を達成するために案出された投射型画像表示装置で、光源と、前記
光源から発せられた光束を１次像面となる画像変調素子の面上に均一照射する照明光学系
と、前記画像変調素子で変調された前記１次像面の画像情報を２次像面となるスクリーン
上へ拡大投射する投射光学系とを備え、前記投射光学系は、正の屈折力を持つ第１光学系
と、凹面反射面を持つ第２光学系とを有し、前記第１光学系は、前記１次像面の側で正の
屈折力を持つ第１１光学系と、前記第１１光学系より前記２次像面の側で負の屈折力を持
つ第１２光学系と、前記第１１光学系と前記第１２光学系との間に配置された第１平面反
射面とを有し、前記第１平面反射面のｙ軸回転角度β１が３０°＜｜β１｜＜６５°であ
り、前記第１平面反射面のｘ軸回転角度α１が３°＜α１＜１５°である。
【０００８】
　上記構成の投射型画像表示装置では、第１１光学系と第１２光学系との間に配置された
第１平面反射面について、そのｙ軸回転角度β１が３０°＜｜β１｜＜６５°であり、そ
のｘ軸回転角度α１が３°＜α１＜１５°となっている。
　ここで、ｙ軸回転角度とは、ｙ軸回りの回転角度のことをいう。また、ｘ軸回転角度と
は、ｘ軸回りの回転角度のことをいう。ｙ軸およびｘ軸は、投射型画像表示装置の設置面
をｘｙ平面とした場合の当該平面における各基準軸である。
　このように、第１平面反射面は、ｙ軸およびｘ軸の両方について、それぞれに回転角度
を有する。したがって、ｙ軸およびｘ軸のいずれか一方のみに回転角度を有する場合に比
べて、ｘｙ平面に垂直なｚ軸方向における大きさ、すなわち投射型画像表示装置の高さ方
向における大きさを、小さく抑えられるようになる。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、ｙ軸およびｘ軸の両方に回転角度を有する第１平面反射面を含んで投
射光学系を構成し、当該第１平面反射面での反射を経るようにすることで、投射型画像表
示装置の高さ方向における大きさを小型化することが実現可能となる。つまり、第１平面
反射面の適切な配置により、装置全体における高さ方向について、その小型化を実現する



(5) JP 2010-122574 A 2010.6.3

10

20

30

40

50

ことが可能になるのである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、図面に基づき本発明に係る投射型画像表示装置および投射光学系について説明す
る。
【００１１】
　［投射型画像表示装置の概要］
　先ず、投射型画像表示装置の概要について、液晶プロジェクタ装置を例に挙げて、簡単
に説明する。
　液晶プロジェクタ装置は、高圧水銀ランプ等の光源から照射される光を、画像変調素子
である液晶表示素子で変調して映像信号に応じた光学像を形成するとともに、その光学像
を投射光学系で拡大投影してスクリーン上に表示するように構成されている。このような
液晶プロジェクタ装置としては、Ｒ（赤）色、Ｇ（緑）色およびＢ（青）色のそれぞれに
対応するパネル状の液晶表示素子を備えた、いわゆる三板式が広く知られている。なお、
以下の説明では、パネル状の液晶表示素子を、単に「液晶パネル」ともいう。
　ところで、ここで説明する液晶プロジェクタ装置では、投射光学系が、例えば半画角に
して７０°近辺という超広角に対応しているものとする。
【００１２】
　超広角に対応することの利点としては、例えば以下に述べる事項が挙げられる。
　図１～５は、超広角対応の液晶プロジェクタ装置の利点についての説明図である。
　超広角対応では、（１）液晶プロジェクタ装置からの光が、直接人間の目に入らないた
め安全である（例えば図１参照。）。（２）画面に影が映らないため効率的なプレゼンテ
ーションができる（例えば図１参照。）。（３）設置空間が狭いため、天井の障害物を気
にすることなく設置ができる（例えば図２参照。）。（４）壁につけて投射することが可
能なため、メンテナンスが容易である。また、パーソナルコンピュータ（ＰＣ）と映像音
響機器（ＡＶ機器）との距離が短くなるため、ケーブルの引き回しが容易となる（例えば
図３参照。）。（５）打合せスペース、あるいは教室や会議室等の設置に対する自由度が
増える（例えば、図４参照。）。（６）テーブル上での投射もできる（例えば、図５参照
。）。
　また、電子黒板（Interactive White Board）の普及も、超広角対応の液晶プロジェク
タ装置の需要を高めている一要因であるが、学校、職場等にとどまらず、デジタルサイネ
ージ（電子広告）の分野でも、このような液晶プロジェクタ装置が使われている。電子黒
板は、ＬＣＤ（Liquid Crystal Display）、ＰＤＰ（Plasma Display Panel）でも製品と
してあるものの、それらと比較して、１インチ程度の液晶パネルを拡大投射するシステム
であるため、低価格で大画面を提供することができる。
【００１３】
　［投射型画像表示装置の概略構成例］
　続いて、超広角対応の液晶プロジェクタ装置の概略構成について説明する。
　図６は、液晶プロジェクタ装置の概略構成例を示す説明図である。
　図例のように、液晶プロジェクタ装置は、その筐体内に、光源１と、照明光学系２と、
投射光学系３と、を備えている。
【００１４】
　図７は、光源１および照明光学系２の概略構成例を示す説明図である。
　光源１は、例えば高圧水銀ランプからなり、照明光学系２に対して光束を発するように
なっている。
　照明光学系２は、光源１から発せられた光束を、１次像面となる画像変調素子(液晶パ
ネル)の面上に均一照射するようになっている。さらに具体的には、照明光学系２では、
光源１からの光束が、第１および第２のフライアイレンズＦＬ、偏光変換素子ＰＳおよび
集光レンズＬを経る。そして、これらを経た後に、特定の波長帯域の光だけを反射するダ
イクロイック・ミラーＤＭによって、ＲＧＢの各色成分光に分離される。ＲＧＢの各色成
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分光は、全反射ミラーＭやレンズＬ等を利用しつつ、ＲＧＢの各色に対応して設けられた
液晶パネルＰに入射される。そして、各液晶パネルＰにて映像信号に応じた光変調が行わ
れた後は、光変調された各色成分光がダイクロイック・プリズムＰＰによって合成されて
、投射光学系３に向けて出射されるようになっている。
　なお、ここでは、透過型液晶パネルを用いて構成された照明光学系２を例に挙げている
が、反射型液晶パネルを用いても照明光学系２を構成することは可能である。また、画像
変調素子としては、デジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）等を用いることもできる
。さらには、ダイクロイック・プリズムＰＰに代わり、偏光ビームスプリッター（ＰＢＳ
）やＲＧＢ各色の映像信号を合成する色合成プリズム、ＴＩＲ（Total Internal Reflect
ion）プリズム等を用いることも考えられる。
【００１５】
　投射光学系３は、照明光学系２からの出射光を受け取ることで、照明光学系２の液晶パ
ネルＰで変調された１次像面の画像情報を、２次像面となるスクリーン上へ拡大投射する
。
【００１６】
　［投射光学系の構成例］
　ここで説明する液晶プロジェクタ装置は、投射光学系３に特徴がある。
　以下、投射光学系３の構成について、第１～第６の実施の形態を例に挙げて順に説明す
る。
【００１７】
　＜第１の実施の形態＞
　図８は、第１の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す光路図である。図例
では、基準投射距離時の光路を示している。
　図例のように、投射光学系３は、正の屈折力を持つ第１光学系Ｌ１と、凹面反射面を持
つ第２光学系Ｌ２と、を有している。ここで、屈折力とは、レンズ等の（軸回りに回転対
象な）光学系の屈折の度合いのことをいう。
　第１光学系Ｌ１は、当該第１光学系Ｌ１を構成する全ての光学部品が回転対称面を持つ
共通の光軸を有している。
　また、第２光学系Ｌ２は、回転対称非球面で構成され、第１光学系Ｌ１と共通の前記光
軸を持つ。
　そして、このような第１光学系Ｌ１および第２光学系Ｌ２を有することで、投射光学系
３は、縮小側の１次像面から拡大側の２次像面へ拡大投射するように構成されている。す
なわち、照明光学系２の液晶パネルＰで変調されダイクロイック・プリズムＰＰによって
合成された１次像面の画像情報を、２次像面となるスクリーン上へ拡大投射するようにな
っている。
【００１８】
　このような構成の投射光学系３において、第１光学系Ｌ１は、１次像面の側から、正の
屈折力を持つ第１１光学系Ｌ１１と、負の屈折力を持つ第１２光学系Ｌ１２と、が配され
て構成されている。そして、当該第１光学系Ｌ１から出射された光束は、第２光学系Ｌ２
との間に中間像ＩＭを一旦結像させた後、当該第２光学系Ｌ２に入射するようになってい
る。
　なお、図中に示すＭ１、Ｍ２、Ｍ３には、それぞれ第１平面反射面、第２平面反射面お
よび第３平面反射面が配置されることとなるが、この図においては便宜上ダミー面として
いる。
【００１９】
　図９は、第１の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図である。図例
では、近距離投射時における第１光学系Ｌ１のレンズ断面を示している。
　図例のように、第１光学系Ｌ１は、画面シフト機能ＳＦ、変倍機能ＭＦおよびフローテ
ィング機能ＦＦとしての機能を有している。なお、図中に示すＳは、絞りを表している。
【００２０】
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　画面シフト機能ＳＦは、２次像面となるスクリーン上における結像位置を移動させる機
能である。この画面シフト機能ＳＦを実現するために、第１光学系Ｌ１では、当該第１光
学系Ｌ１を構成する一部の光学部品が、当該第１光学系Ｌ１の光軸と略垂直方向へ移動す
るように構成されている。さらに詳しくは、第１光学系Ｌ１を構成する一部の光学部品に
相当する第１１光学系Ｌ１１が、光軸と略垂直方向へ移動する。
　第１１光学系Ｌ１１を移動させるための機構は、特に限定されるものではなく、公知技
術を利用して実現したものであればよい。
【００２１】
　このように、第１光学系Ｌ１を構成する一部の光学部品（具体的には、第１１光学系Ｌ
１１。）を光軸に対して略垂直に移動させることで、２次像面の結像位置を移動させる画
面シフト機能ＳＦを第１光学系Ｌ１に持たせることができる。
　略垂直への移動に際しては、画面シフトが可能で、かつ、偏芯収差の発生が小さければ
、いずれの光学部品を移動させてもよい。すなわち、必ずしも第１１光学系Ｌ１１を移動
させる必要はなく、第１２光学系Ｌ１２を移動させたり、あるいはこれらを構成する１つ
の光学部品を移動させてもよく、所望の移動量やコスト面から最適な移動群を選択すれば
よい。
　つまり、第１光学系Ｌ１を構成する光学部品の全てではなく、その一部のみの移動によ
って、画面シフト機能ＳＦを実現するのである。したがって、第１光学系Ｌ１を構成する
光学部品の全てを移動させる場合や画像変調素子Ｐを移動させる場合等に比べて、移動さ
せる部品点数が少なく、また大きさも小さくて済むので、結果として簡素な構成で画面シ
フト機能ＳＦを実現することが可能になる。
【００２２】
　画面シフト機能ＳＦを実現するために移動させる一部の光学部品（具体的には、第１１
光学系Ｌ１１。）については、当該一部の光学部品の屈折力φsと、基準投射時における
第１光学系Ｌ１の屈折力φ１とが、以下の条件式（１）を満たすことが望ましい。
【００２３】
　０．２＜｜φs／φ１｜＜１．２・・・（１）
【００２４】
　上記の条件式（１）は、画面シフト機能ＳＦを実現する移動群の屈折力を適切に規定し
たものである。すなわち、条件式（１）に規定する下限に満たない場合には、偏芯収差の
発生は小さくなる一方で、同時に画面シフト量も小さくなる。また、条件式（１）に規定
する上限を超えた場合には、移動による偏芯収差の発生が大きくなり、光学性能の劣化を
招く。
【００２５】
　変倍機能ＭＦは、２次像面となるスクリーン上における画像を変倍させる機能である。
この変倍機能ＭＦを実現するために、第１光学系Ｌ１では、第１１光学系Ｌ１１が複数の
レンズ群で構成されるとともに、正の屈折力を持つ少なくとも１つのレンズ群が、当該第
１光学系Ｌ１の光軸に沿った方向へ移動するように構成されている。なお、図中において
は、最も拡大側を「拡」、最も縮小側を「縮」としている。
　正の屈折力を持つ少なくとも１つのレンズ群を移動させるための機構は、特に限定され
るものではなく、公知技術を利用して実現したものであればよい。
【００２６】
　このように、第１１光学系Ｌ１１における複数のレンズ群のうち、正の屈折力を持つ少
なくとも１つのレンズ群を光軸に沿った方向へ移動させることで、２次像面の画像を変倍
する変倍機能ＭＦを第１光学系Ｌ１に持たせることができる。
【００２７】
　変倍機能ＭＦを実現するために移動させるレンズ群については、最も移動量の大きいレ
ンズ群の屈折力φｍと、基準投射時における前記第１光学系の屈折力φ１とが、以下の条
件式（１）を満たすことが望ましい。
【００２８】
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　０．２＜｜φｍ／φ１｜＜０．９・・・（２）
【００２９】
　上記の条件式（２）は、変倍機能ＭＦを実現する移動群の屈折力を適切に規定したもの
である。すなわち、条件式（２）に規定する下限に満たない場合には、移動量が大きくな
る。また、条件式（２）に規定する上限を超えた場合には、像面湾曲等の収差発生量が大
きくなり、光学性能の劣化を招く。
【００３０】
　ところで、変倍機能ＭＦをさらに大きい変倍比で構成したい場合は、以下に述べるよう
にすることが考えられる。すなわち、第１１光学系Ｌ１１を、１次像面の側から、正の屈
折力を持つ第１１ａ群、正の屈折力を持つ第１１ｂ群、負の屈折力を持つ第１１ｃ群、お
よび、正の屈折力を持つ第１１ｄ群の４つのレンズ群で構成する。そして、少なくとも第
１１ｂおよび第１１ｄ群の２つの群を、１次像面側に移動させることで拡大倍率を大きく
し、中間像側に移動させることで拡大倍率を小さくする。ここで、第１１ｃ群を移動群に
することも、変倍比を大きくする上で有効となる。ここでの変倍比は、最も縮小側の全系
の焦点距離を最も拡大側の全系の焦点距離で割ったものとする。
【００３１】
　フローティング機能ＦＦは、近距離投射時から遠距離投射時の合焦時において、結像性
能および画歪等の光学性能を補正するための機能である。このフローティング機能ＦＦを
実現するために、第１光学系Ｌ１では、第１２光学系Ｌ１２が、第１２ａ群Ｌ１２ａと、
第１２ｂ群Ｌ１２ｂとを含んでいる。第１２ａ群Ｌ１２ａは、１次像面に最も近い面が凸
面で形成され全体で負の屈折力を持つ。一方、第１２ｂ群Ｌ１２ｂは、中間像側に凸面を
持つ正メニスカスレンズで構成される。そして、第１２ａ群Ｌ１２ａおよび第１２ｂ群Ｌ
１２ｂを含む第１２光学系Ｌ１２は、近距離投射時から遠距離投射時への合焦の際に、第
１２ｂ群Ｌ１２ｂが中間像側から１次像面側に光軸上を移動するように構成されている。
なお、図中において、「近」とあるのは近距離投射時の移動方向、「遠」とあるのは遠距
離投射時の移動方向である。
　第１２ｂ群Ｌ１２ｂを移動させるための機構は、特に限定されるものではなく、公知技
術を利用して実現したものであればよい。
【００３２】
　第１２光学系Ｌ１２を透過する光束は、絞りＳ近辺と違い、１次像面上の任意の各光束
を分離しやすい。したがって、その光束について、近距離投射時から遠距離投射時への合
焦の際に、光線角度をわずかに変化させることで、像面湾曲と歪曲の光学性能の補正を行
うフローティング機能ＦＦが実現可能となるのである。
　具体的には、上述したように、全体で負の屈折力を持つ第１２光学系Ｌ１２の内部に、
第１２ａ群Ｌ１２ａおよび第１２ｂ群Ｌ１２ｂを含むようにする。そして、近距離投射時
から遠距離投射時への合焦の際、正メニスカスレンズで構成される第１２ｂ群Ｌ１２ｂを
、１次像面側に配置される第１２ａ群Ｌ１２ａに近づける。これにより、光学性能を劣化
させることなく、第１２光学系Ｌ１２の中間像側の主点位置を第２光学系Ｌ２に近づける
こができるため、遠距離投射時の合焦が可能となるのである。
【００３３】
　フローティング機能ＦＦを実現するための第１２ａ群Ｌ１２ａおよび第１２ｂ群Ｌ１２
ｂについては、以下の条件式（３）および（４）を満たすことが望ましい。すなわち、第
１２ａ群Ｌ１２ａの屈折力φ１２ａと、第１２ｂ群Ｌ１２ｂの屈折力φ１２ａと、基準投
射時における第１２光学系Ｌ１２の屈折力φ１２とが、以下の条件式（３）および（４）
を満たすようにする。
【００３４】
　０．２＜｜φ１２ｂ／φ１２｜＜３．０・・・（３）
　０．２＜｜φ１２ｂ／φ１２ａ｜＜１．０・・・（４）
【００３５】
　上記の条件式（３）および（４）は、フローティング機能ＦＦを実現する第１２ａ群Ｌ
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１２ａおよび第１２ｂ群Ｌ１２ｂの屈折力を適切に規定したものである。
　すなわち、条件式（３）に規定する下限に満たない場合には、フローティング時の移動
量が大きくなり大型化を招く。一方、条件式（３）に規定する上限を超えた場合には、移
動量が小さくなる反面、正メニスカスレンズの屈折力が大きくなるため、光線角度の変化
が大きくなり、光学性能の劣化が急激に発生する。
　また、条件式（４）に規定する下限に満たない場合には、長い投射距離範囲でフローテ
ィングができない。一方、条件式（４）に規定する上限を超えた場合には、第１２ａ群Ｌ
１２ａによる光線角度の変化が大きくなるため、光学性能が急激に劣化する。
【００３６】
　さらに、フローティング機能ＦＦを実現するための第１２ａ群Ｌ１２ａおよび第１２ｂ
群Ｌ１２ｂについては、以下の条件式（５）を満たすことが望ましい。すなわち、第１２
ａ群Ｌ１２ａのフローティング時の移動量Ｍ１２ａと、第１２ｂ群Ｌ１２ｂのフローティ
ング時の移動量Ｍ１２ｂとが、以下の条件式（５）を満たすようにする。
【００３７】
　１．５＜Ｍ１２ｂ／Ｍ１２ａ＜７．０・・・（５）
【００３８】
　上記の条件式（５）は、フローティング機能ＦＦを実現する第１２ａ群Ｌ１２ａおよび
第１２ｂ群Ｌ１２ｂの移動量比を適切に規定したものである。すなわち、条件式（５）に
規定する下限に満たない場合には、長い投射距離範囲でフローティングができない。また
、条件式（５）に規定する上限を超えた場合には、第１２ａ群Ｌ１２ａによる光線角度の
変化が大きくなるため、光学性能が急激に劣化する。換言すると、条件式（５）を満たせ
ば、長い投射距離範囲で光学性能の補正をすることが可能になる。
【００３９】
　以上のように構成された第１光学系Ｌ１に対して、当該第１光学系Ｌ１よりも２次像面
側に配された第２光学系Ｌ２は、既に説明したように、回転対称非球面で構成され、第１
光学系Ｌ１と共通の前記光軸を持つ。換言すると、第２光学系Ｌ２を構成する凹面反射面
は、第１光学系Ｌ１と共通の光軸を持つ回転対称非球面の形状を持つ。したがって、この
ような第２光学系Ｌ２を配することで、面湾曲および歪曲を適切に補正することができる
。
【００４０】
　また、以上のように構成された投射光学系３については、当該投射光学系３を構成する
最も大きい曲面反射面の最大有効径ＤＭと、１次像面の最大高さＤｙとが、以下の条件式
（６）を満たしているものとする。
【００４１】
　３＜ＤＭ／Ｄｙ＜３０・・・（６）
【００４２】
　上記の条件式（６）は、投射光学系３における最大曲面反射面と１次像面との高さ方向
の大きさ比を適切に規定したものである。すなわち、条件式（６）に規定する下限に満た
ない場合には、機構含めて光学系全体をシフトさせる画面シフト機能（例えば、図☆参照
。）で十分対応可能なため、上述した構成の画面シフト機能ＳＦの必要性が乏しい。また
、条件式（６）に規定する上限を超えた場合には、投射光学系全体が大型化し、コストア
ップを招くおそれがある。
　なお、ここでは、投射光学系３を構成する各光学系が凹面反射面を持ち共通の光軸を持
つ場合を例に挙げているが、条件式（６）を満たす光学系であれば、どのような光学系に
も応用が可能となる。すなわち、縮小側の１次像面から拡大側の２次像面へ拡大投射する
投射光学系であれば、以下のような光学系に適用することも考えられる。具体的には、２
次像面に最も近くかつ曲面で構成される光学部品が反射面で構成される光学系において、
投射光学系を構成する１部の光学部品が１次像面に対し略平行に偏芯することで、２次像
面を画面シフトさせる機能を持つようにする。さらには、投射光学系を構成する１部の光
学部品が１次像面に対し略垂直に移動することで、２次像面の画像を変倍する変倍機能を
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持つようにする。このような構成の投射光学系であっても、条件式（６）を満たすもので
あれば、１部の光学部品のみの移動により、小型で安価な構成による画面シフト機能およ
び変倍機能を実現し得るようになる。
【００４３】
　ここで、以上のように構成された投射光学系３について、具体的な数値例を挙げて、以
下にその簡単な説明を行う。
【００４４】
　図１０は、第１の実施の形態における投射光学系による横収差図である。図中において
、一目盛りは１ドットサイズをスクリーン上に拡大投射した時の１ドットサイズとなる。
実線は５４６.１ｎｍ、点線は６２０ｎｍ、１点鎖線は４６０ｎｍとなる。なお、ここで
示す横収差図は、ｙ方向に移動させたときの横収差図であるが、もちろん移動方向はｙ方
向に限らず、光軸に垂直であればどの方向でもよい。
【００４５】
　図１１は、第１の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図であ
る。図中において、＊印は非球面を有する面であり、下記の（７）式に従う。また、○印
は、ダミー面であるが、それぞれ第１，２平面反射面を配置する。ｒは曲率半径、ｄは間
隔およびレンズの芯厚、ｎｄは、ｄ線（５８７．５６ｎｍ）での屈折率、νｄは同様にｄ
線でのアッベ数である。また｛印で纏められたレンズ群はフローティング機能ＦＦ、変倍
機能ＭＦおよび画面シフト機能ＳＦに関係するレンズ群である。また、ｄｉはフローティ
ング機能ＦＦおよび変倍機能ＭＦを実現する際に変動するレンズ間隔である。
【００４６】

【数１】

【００４７】
　図１２は、第１の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射
距離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
【００４８】
　図１３（ａ）は、第１の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能ＳＦ
を有するレンズ群と移動量の具体例を示す説明図である。
　図１３（ｂ）および（ｃ）は、第１の実施の形態における投射光学系において、フロー
ティング機能ＦＦと変倍機能ＭＦに関するレンズ間隔の具体例を示す説明図である。図中
における数値は図１１におけるｄiに対応する。ここで、ｆｌは、それぞれの焦点距離、
βは拡大倍率である。
【００４９】
　図１４は、第１の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明
図である。図例の非球面係数は、上記（７）式に対応したものである。
【００５０】
　図１５は、第１の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。上述
した図１０の横収差における１ドットサイズとは、ここに記すサイズを示したものである
。
【００５１】
　図１６は、第１の実施の形態における投射光学系を用いて、図１５に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
　図１７は、第１の実施の形態における投射光学系を用いて、図１５に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図
である。
　図１８は、図１７に示した変化量等を求める際に基にした計算式の具体例を示す説明図
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である。
【００５２】
　図１９は、第１の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な
数値の一例を示す説明図である。
【００５３】
　以上のような具体的な数値例によって特定される投射光学系３によれば、画面シフト機
能ＳＦとして、第１光学系Ｌ１の一部である第１１光学系Ｌ１１の全体を、光軸と±０．
４ｍｍ垂直に移動させることで、約±５％程度の画面シフトを可能とする。また、変倍機
能ＭＦとして、第１１光学系Ｌ１１を構成する１つの群を光軸上に移動させることで、±
０．３５％程度の拡大倍率を変化させる。また、第１２光学系Ｌ１２を構成する第１２ａ
群Ｌ１２ａおよび第１２ｂ群Ｌ１２ｂを、近距離投射時４８．５″から遠距離投射時１３
５″への合焦の際、中間像側から１次像面側に移動させるフローティング機能ＦＦを持つ
。
【００５４】
　＜第２の実施の形態＞
　図２０は、第２の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。図
例では、基準投射距離時の光路を示している。
　また、図２１は、第２の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図であ
る。図例では、近距離投射時における第１光学系Ｌ１のレンズ断面を示している。
　図例のように、第２の実施の形態における投射光学系３は、画面シフト機能ＳＦを実現
するために移動させる光学部品が、上述した第１の実施の形態の場合とは異なる。すなわ
ち、第１１光学系Ｌ１１の全体ではなく、当該第１１光学系Ｌ１１を構成する一部の光学
部品を移動させることで、画面シフト機能ＳＦを実現するようになっている。
　また、第２の実施の形態における投射光学系３は、変倍機能ＭＦを実現するために移動
させる光学部品についても、上述した第１の実施の形態の場合とは異なる。
　なお、それ以外の構成については、上述した第１の実施の形態の場合と同様であるため
、ここではその説明を省略する。
【００５５】
　ここで、第２の実施の形態における投射光学系３について、具体的な数値例を挙げて、
以下にその簡単な説明を行う。
【００５６】
　図２２は、第２の実施の形態における投射光学系による横収差図である。図中において
、一目盛りは１ドットサイズをスクリーン上に拡大投射した時の１ドットサイズとなる。
実線は５４６.１ｎｍ、点線は６２０ｎｍ、１点鎖線は４６０ｎｍとなる。なお、ここで
示す横収差図は、ｙ方向に移動させたときの横収差図であるが、もちろん移動方向はｙ方
向に限らず、光軸に垂直であればどの方向でもよい。
【００５７】
　図２３は、第２の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図であ
る。図中において、＊印は非球面を有する面であり、上記の（７）式に従う。また、○印
は、ダミー面であるが、それぞれ第１，２平面反射面を配置する。ｒは曲率半径、ｄは間
隔およびレンズの芯厚、ｎｄは、ｄ線（５８７．５６ｎｍ）での屈折率、νｄは同様にｄ
線でのアッベ数である。また｛印で纏められたレンズ群はフローティング機能ＦＦ、変倍
機能ＭＦおよび画面シフト機能ＳＦに関係するレンズ群である。また、ｄｉはフローティ
ング機能ＦＦおよび変倍機能ＭＦを実現する際に変動するレンズ間隔である。
【００５８】
　図２４は、第２の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射
距離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
【００５９】
　図２５（ａ）は、第２の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能ＳＦ
を有するレンズ群と移動量の具体例を示す説明図である。
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　図２５（ｂ）および（ｃ）は、第２の実施の形態における投射光学系において、フロー
ティング機能ＦＦと変倍機能ＭＦに関するレンズ間隔の具体例を示す説明図である。図中
における数値は図２３におけるｄiに対応する。ここで、ｆｌは、それぞれの焦点距離、
βは拡大倍率である。
【００６０】
　図２６は、第２の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明
図である。図例の非球面係数は、上記（７）式に対応したものである。
【００６１】
　図２７は、第２の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。上述
した図２２の横収差における１ドットサイズとは、ここに記すサイズを示したものである
。
【００６２】
　図２８は、第２の実施の形態における投射光学系を用いて、図２７に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
　図２９は、第２の実施の形態における投射光学系を用いて、図２７に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図
である。なお、図例の変化量等を求める際には、図１８に示した計算式を基にしている。
【００６３】
　図３０は、第２の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な
数値の一例を示す説明図である。
【００６４】
　以上のような具体的な数値例によって特定される投射光学系３によれば、画面シフト機
能ＳＦとして、第１光学系Ｌ１の一部である第１１光学系Ｌ１１の１つのレンズを、光軸
と±０．１ｍｍ垂直に移動させることで、約±０．７％程度の画面シフトを可能とする。
また、変倍機能ＭＦとして、画面シフト機能ＳＦの場合と同じレンズを光軸上に移動させ
ることで、±０．４％程度の拡大倍率を変化させる。また、第１２光学系Ｌ１２を構成す
る第１２ｂ群Ｌ１２ｂを、近距離投射時５５″から遠距離投射時１００″への合焦の際、
中間像側から１次像面側に移動させるフローティング機能ＦＦを持つ。
【００６５】
　＜第３の実施の形態＞
　図３１は、第３の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。図
例では、基準投射距離時の光路を示している。
　また、図３２は、第３の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図であ
る。図例では、近距離投射時における第１光学系Ｌ１のレンズ断面を示している。
　図例のように、第３の実施の形態における投射光学系３は、上述した第１の実施の形態
の場合と同様に、第１１光学系Ｌ１１の全体を移動させることで、画面シフト機能ＳＦを
実現する。
　ただし、変倍機能ＭＦについては、上述した第１の実施の形態の場合とは異なり、第１
１光学系Ｌ１１を構成する２つの群を光軸上に移動させることで、実現するようになって
いる。
　なお、それ以外の構成については、上述した第１の実施の形態の場合と同様であるため
、ここではその説明を省略する。
【００６６】
　ここで、第３の実施の形態における投射光学系３について、具体的な数値例を挙げて、
以下にその簡単な説明を行う。
【００６７】
　図３３は、第３の実施の形態における投射光学系による横収差図である。図中において
、一目盛りは１ドットサイズをスクリーン上に拡大投射した時の１ドットサイズとなる。
実線は５４６.１ｎｍ、点線は６２０ｎｍ、１点鎖線は４６０ｎｍとなる。なお、ここで
示す横収差図は、ｙ方向に移動させたときの横収差図であるが、もちろん移動方向はｙ方



(13) JP 2010-122574 A 2010.6.3

10

20

30

40

50

向に限らず、光軸に垂直であればどの方向でもよい。
【００６８】
　図３４は、第３の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図であ
る。図中において、＊印は非球面を有する面であり、上記の（７）式に従う。ｒは曲率半
径、ｄは間隔およびレンズの芯厚、ｎｄは、ｄ線（５８７．５６ｎｍ）での屈折率、νｄ
は同様にｄ線でのアッベ数である。また｛印で纏められたレンズ群はフローティング機能
ＦＦ、変倍機能ＭＦおよび画面シフト機能ＳＦに関係するレンズ群である。また、ｄｉは
フローティング機能ＦＦおよび変倍機能ＭＦを実現する際に変動するレンズ間隔である。
【００６９】
　図３５は、第３の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射
距離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
【００７０】
　図３６（ａ）は、第３の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能ＳＦ
を有するレンズ群と移動量の具体例を示す説明図である。
　図３６（ｂ）および（ｃ）は、第３の実施の形態における投射光学系において、フロー
ティング機能ＦＦと変倍機能ＭＦに関するレンズ間隔の具体例を示す説明図である。図中
における数値は図３４におけるｄiに対応する。ここで、ｆｌは、それぞれの焦点距離、
βは拡大倍率である。
【００７１】
　図３７は、第３の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明
図である。図例の非球面係数は、上記（７）式に対応したものである。
【００７２】
　図３８は、第３の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。上述
した図３３の横収差における１ドットサイズとは、ここに記すサイズを示したものである
。
【００７３】
　図３９は、第３の実施の形態における投射光学系を用いて、図３８に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
　図４０は、第３の実施の形態における投射光学系を用いて、図３８に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図
である。なお、図例の変化量等を求める際には、図１８に示した計算式を基にしている。
【００７４】
　図４１は、第３の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な
数値の一例を示す説明図である。
【００７５】
　以上のような具体的な数値例によって特定される投射光学系３によれば、画面シフト機
能ＳＦとして、第１光学系Ｌ１の一部である第１１光学系Ｌ１１の全体を、光軸と±０．
１５ｍｍ垂直に移動させることで、約±２％程度の画面シフトを可能とする。また、変倍
機能ＭＦとして、第１１光学系Ｌ１１を構成する２つの群を光軸上に移動させることで、
±０．７％程度の拡大倍率を変化させる。また、第１２光学系Ｌ１２を構成する第１２ａ
群Ｌ１２ａおよび第１２ｂ群Ｌ１２ｂを、近距離投射時５０″から遠距離投射時１００″
への合焦の際、中間像側から１次像面側に移動させるフローティング機能ＦＦを持つ。
【００７６】
　＜第４の実施の形態＞
　図４２は、第４の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。図
例では、基準投射距離時の光路を示している。
　また、図４３は、第４の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図であ
る。図例では、近距離投射時における第１光学系Ｌ１のレンズ断面を示している。
　図例のように、第４の実施の形態における投射光学系３は、画面シフト機能ＳＦ１と、
画面シフト機能ＳＦ２とを有している。画面シフト機能ＳＦ１は、第１光学系Ｌ１の全体
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の移動によって実現される。一方、画面シフト機能ＳＦ２は、第１光学系Ｌ１の一部であ
る第１２光学系Ｌ１２の全体を移動させることによって実現される。
　変倍機能ＭＦについては、上述した第３の実施の形態の場合と同様に、第１１光学系Ｌ
１１を構成する２つの群を光軸上に移動させることで、実現するようになっている。
　なお、それ以外の構成については、上述した第１の実施の形態の場合と同様であるため
、ここではその説明を省略する。
【００７７】
　ここで、第４の実施の形態における投射光学系３について、具体的な数値例を挙げて、
以下にその簡単な説明を行う。
【００７８】
　図４４は、第４の実施の形態における投射光学系による横収差図である。図中において
、一目盛りは１ドットサイズをスクリーン上に拡大投射した時の１ドットサイズとなる。
実線は５４６.１ｎｍ、点線は６２０ｎｍ、１点鎖線は４６０ｎｍとなる。なお、ここで
示す横収差図は、ｙ方向に移動させたときの横収差図であるが、もちろん移動方向はｙ方
向に限らず、光軸に垂直であればどの方向でもよい。
【００７９】
　図４５は、第４の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図であ
る。図中において、＊印は非球面を有する面であり、上記の（７）式に従う。ｒは曲率半
径、ｄは間隔およびレンズの芯厚、ｎｄは、ｄ線（５８７．５６ｎｍ）での屈折率、νｄ
は同様にｄ線でのアッベ数である。また｛印で纏められたレンズ群はフローティング機能
ＦＦ、変倍機能ＭＦおよび画面シフト機能ＳＦに関係するレンズ群である。また、ｄｉは
フローティング機能ＦＦおよび変倍機能ＭＦを実現する際に変動するレンズ間隔である。
【００８０】
　図４６は、第４の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射
距離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
【００８１】
　図４７（ａ）は、第４の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能ＳＦ
１を有するレンズ群および画面シフト機能ＳＦ２を有するレンズ群と移動量の具体例を示
す説明図である。
　図４７（ｂ）および（ｃ）は、第４の実施の形態における投射光学系において、フロー
ティング機能ＦＦと変倍機能ＭＦに関するレンズ間隔の具体例を示す説明図である。図中
における数値は図４５におけるｄiに対応する。ここで、ｆｌは、それぞれの焦点距離、
βは拡大倍率である。
【００８２】
　図４８は、第４の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明
図である。図例の非球面係数は、上記（７）式に対応したものである。
【００８３】
　図４９は、第４の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。上述
した図４４の横収差における１ドットサイズとは、ここに記すサイズを示したものである
。
【００８４】
　図５０は、第４の実施の形態における投射光学系を用いて、図４９に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
　図５１は、第４の実施の形態における投射光学系を用いて、図４９に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図
である。なお、図例の変化量等を求める際には、図１８に示した計算式を基にしている。
【００８５】
　図５２は、第４の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な
数値の一例を示す説明図である。
【００８６】
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　以上のような具体的な数値例によって特定される投射光学系３によれば、画面シフト機
能ＳＦ１として、第１光学系Ｌ１の全体を、光軸と±０．１ｍｍ垂直に移動させることで
、約±３％程度の画面シフトを可能とする。また、画面シフト機能ＳＦ２として、第１光
学系Ｌ１の一部である第１２光学系Ｌ１２の全体を、光軸と±０．１ｍｍ垂直に移動させ
ることで、約±０．６％程度の画面シフトを可能とする。また、変倍機能ＭＦとして、第
１１光学系Ｌ１１を構成する２つの群を光軸上に移動させることで、±０．３％程度の拡
大倍率を変化させる。また、第１２光学系Ｌ１２を構成する第１２ａ群Ｌ１２ａおよび第
１２ｂ群Ｌ１２ｂを、近距離投射時２０″から遠距離投射時１００″への合焦の際、中間
像側から１次像面側に移動させるフローティング機能ＦＦを持つ。
【００８７】
　なお、第４の実施の形態における構成では、画像変調素子が５．６ｍｍ×５．６ｍｍの
正方形で構成されており、用途によって縦長の画面あるいは横長の画面を投射できる。し
たがって、例えば図５に示したテーブル上に投射する利用形態の場合に用いて最適なもの
となる。
【００８８】
　＜第５の実施の形態＞
　図５３は、第５の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。図
例では、基準投射距離時の光路を示している。
　また、図５４は、第５の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図であ
る。図例では、近距離投射時における第１光学系Ｌ１のレンズ断面を示している。なお、
図中においては、最も拡大側を「拡（Ｗｉｄｅ）」、最も縮小側を「縮（Ｔｅｌｅ）」と
している。
　図例のように、第５の実施の形態における投射光学系３は、上述した第１の実施の形態
の場合と同様に、第１１光学系Ｌ１１の全体を移動させることで、画面シフト機能ＳＦを
実現する。
　第１１光学系Ｌ１１は、１次像面の側から、正の屈折力を持つ第１１ａ群Ｌ１１ａ、正
の屈折力を持つ第１１ｂ群Ｌ１１ｂ、負の屈折力を持つ第１１ｃ群Ｌ１１ｃ、および、正
の屈折力を持つ第１１ｄ群Ｌ１１ｄの４つのレンズ群で構成されている。このうち、第１
１ｂ群Ｌ１１ｂおよび第１１ｄ群Ｌ１１ｄが光軸上を移動することで、変倍機能ＭＦを実
現するようになっている。
　なお、それ以外の構成については、上述した第１の実施の形態の場合と同様であるため
、ここではその説明を省略する。
【００８９】
　ここで、第５の実施の形態における投射光学系３について、具体的な数値例を挙げて、
以下にその簡単な説明を行う。
【００９０】
　図５５は、第５の実施の形態における投射光学系による横収差図である。図中において
、一目盛りは１ドットサイズをスクリーン上に拡大投射した時の１ドットサイズとなる。
実線は５４６.１ｎｍ、点線は６２０ｎｍ、１点鎖線は４６０ｎｍとなる。なお、ここで
示す横収差図は、ｙ方向に移動させたときの横収差図であるが、もちろん移動方向はｙ方
向に限らず、光軸に垂直であればどの方向でもよい。
【００９１】
　図５６は、第５の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図であ
る。図中において、＊印は非球面を有する面であり、上記の（７）式に従う。ｒは曲率半
径、ｄは間隔およびレンズの芯厚、ｎｄは、ｄ線（５８７．５６ｎｍ）での屈折率、νｄ
は同様にｄ線でのアッベ数である。また｛印で纏められたレンズ群はフローティング機能
ＦＦ、変倍機能ＭＦおよび画面シフト機能ＳＦに関係するレンズ群である。また、ｄｉは
フローティング機能ＦＦおよび変倍機能ＭＦを実現する際に変動するレンズ間隔である。
【００９２】
　図５７は、第５の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射
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距離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
【００９３】
　図５８は、第５の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能ＳＦ１を有
するレンズ群と移動量の具体例を示す説明図である。
　図５９は、第５の実施の形態における投射光学系において、フローティング機能ＦＦと
変倍機能ＭＦに関するレンズ間隔の具体例を示す説明図である。図中における数値は図５
６におけるｄiに対応する。ここで、ｆｌは、それぞれの焦点距離、βは拡大倍率である
。
【００９４】
　図６０は、第５の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明
図である。図例の非球面係数は、上記（７）式に対応したものである。
【００９５】
　図６１は、第５の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。上述
した図５５の横収差における１ドットサイズとは、ここに記すサイズを示したものである
。
【００９６】
　図６２は、第５の実施の形態における投射光学系を用いて、図６１に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
　図６３は、第５の実施の形態における投射光学系を用いて、図６１に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図
である。なお、図例の変化量等を求める際には、図１８に示した計算式を基にしている。
【００９７】
　図６４は、第５の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な
数値の一例を示す説明図である。
【００９８】
　以上のような具体的な数値例によって特定される投射光学系３によれば、画面シフト機
能ＳＦとして、第１１光学系Ｌ１１の全体を、光軸と±０．１ｍｍ垂直に移動させること
で、約±１．７％程度の画面シフトを可能とする。また、変倍機能ＭＦとして、第１１光
学系Ｌ１１における第１１ｂ群Ｌ１１ｂおよび第１１ｄ群Ｌ１１ｄを光軸上に移動させる
ことで、±１０％程度の拡大倍率を変化させる。また、第１２光学系Ｌ１２を構成する第
１２ａ群Ｌ１２ａおよび第１２ｂ群Ｌ１２ｂを、例えばＷｉｄｅ時に、近距離投射時６０
″から遠距離投射時１００″への合焦の際、中間像側から１次像面側に移動させるフロー
ティング機能ＦＦを持つ。この機能は、縮小側（Ｔｅｌｅ）でも同様であり、その場合５
４．５５″から９０．９１″までの変化となる。
【００９９】
　＜第６の実施の形態＞
　図６５は、第６の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。図
例では、基準投射距離時の光路を示している。
　また、図６６は、第６の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図であ
る。図例では、近距離投射時における第１光学系Ｌ１のレンズ断面を示している。なお、
図中においては、最も拡大側を「拡（Ｗｉｄｅ）」、最も縮小側を「縮（Ｔｅｌｅ）」と
している。
　図例のように、第５の実施の形態における投射光学系３は、上述した第１の実施の形態
の場合と同様に、第１１光学系Ｌ１１の全体を移動させることで、画面シフト機能ＳＦを
実現する。
　第１１光学系Ｌ１１は、１次像面の側から、正の屈折力を持つ第１１ａ群Ｌ１１ａ、正
の屈折力を持つ第１１ｂ群Ｌ１１ｂ、負の屈折力を持つ第１１ｃ群Ｌ１１ｃ、および、正
の屈折力を持つ第１１ｄ群Ｌ１１ｄの４つのレンズ群で構成されている。このうち、第１
１ｂ群Ｌ１１ｂ、第１１ｃ群Ｌ１１ｃおよび第１１ｄ群Ｌ１１ｄが光軸上を移動すること
で、変倍機能ＭＦを実現するようになっている。
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　なお、それ以外の構成については、上述した第１の実施の形態の場合と同様であるため
、ここではその説明を省略する。
【０１００】
　ここで、第６の実施の形態における投射光学系３について、具体的な数値例を挙げて、
以下にその簡単な説明を行う。
【０１０１】
　図６７は、第６の実施の形態における投射光学系による横収差図である。図中において
、一目盛りは１ドットサイズをスクリーン上に拡大投射した時の１ドットサイズとなる。
実線は５４６.１ｎｍ、点線は６２０ｎｍ、１点鎖線は４６０ｎｍとなる。なお、ここで
示す横収差図は、ｙ方向に移動させたときの横収差図であるが、もちろん移動方向はｙ方
向に限らず、光軸に垂直であればどの方向でもよい。
【０１０２】
　図６８は、第６の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図であ
る。図中において、＊印は非球面を有する面であり、上記の（７）式に従う。ｒは曲率半
径、ｄは間隔およびレンズの芯厚、ｎｄは、ｄ線（５８７．５６ｎｍ）での屈折率、νｄ
は同様にｄ線でのアッベ数である。また｛印で纏められたレンズ群はフローティング機能
ＦＦ、変倍機能ＭＦおよび画面シフト機能ＳＦに関係するレンズ群である。また、ｄｉは
フローティング機能ＦＦおよび変倍機能ＭＦを実現する際に変動するレンズ間隔である。
【０１０３】
　図６９は、第６の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射
距離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
【０１０４】
　図７０は、第６の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能ＳＦ１を有
するレンズ群と移動量の具体例を示す説明図である。
　図７１は、第６の実施の形態における投射光学系において、フローティング機能ＦＦと
変倍機能ＭＦに関するレンズ間隔の具体例を示す説明図である。図中における数値は図６
８におけるｄiに対応する。ここで、ｆｌは、それぞれの焦点距離、βは拡大倍率である
。
【０１０５】
　図７２は、第６の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明
図である。図例の非球面係数は、上記（７）式に対応したものである。
【０１０６】
　図７３は、第６の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。上述
した図６７の横収差における１ドットサイズとは、ここに記すサイズを示したものである
。
【０１０７】
　図７４は、第６の実施の形態における投射光学系を用いて、図７３に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
　図７５は、第６の実施の形態における投射光学系を用いて、図７３に示した画像変調素
子を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図
である。なお、図例の変化量等を求める際には、図１８に示した計算式を基にしている。
【０１０８】
　図７６は、第６の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な
数値の一例を示す説明図である。
【０１０９】
　以上のような具体的な数値例によって特定される投射光学系３によれば、画面シフト機
能ＳＦとして、第１１光学系Ｌ１１の全体を、光軸と±０．１ｍｍ垂直に移動させること
で、約±１．７％程度の画面シフトを可能とする。また、変倍機能ＭＦとして、第１１光
学系Ｌ１１における第１１ｂ群Ｌ１１ｂ、第１１ｃ群Ｌ１１ｃおよび第１１ｄ群Ｌ１１ｄ
を光軸上に移動させることで、±２０％程度の拡大倍率を変化させる。また、第１２光学
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系Ｌ１２を構成する第１２ａ群Ｌ１２ａおよび第１２ｂ群Ｌ１２ｂを、例えばＷｉｄｅ時
に、近距離投射時６０″から遠距離投射時１００″への合焦の際、中間像側から１次像面
側に移動させるフローティング機能ＦＦを持つ。この機能は、縮小側（Ｔｅｌｅ）でも同
様であり、その場合４９．５９″から８２．６５″までの変化となる。
【０１１０】
　以上に説明した第１～第６の実施の形態のいずれかの構成を備えることで、半画角７０
度、開口数０．３近辺の超広角、大口径でありながら、画面シフト機能ＳＦ、変倍機能Ｍ
Ｆおよびフローティング機能ＦＦを投射光学系３に持たせること可能となる。しかも、こ
れらの各機能を、小型で、かつ、安価に実現することが可能となる。
【０１１１】
　なお、超広角、大口径に対応した投射光学系３を用いる場合、当該投射光学系３を備え
て構成された液晶プロジェクタ装置は、設置環境に非常に敏感となる。すなわち、超広角
等に非対応の従来型の液晶プロジェクタ装置では気にならなかった振動に反応し、投射さ
れた画面が揺れることが生じるおそれがある。
　このことから、投射光学系３を備えて構成された液晶プロジェクタ装置については、以
下に述べる構成を採用することも考えられる。すなわち、画面の振幅を赤外線センサで感
知するか、または装置自体に振動を検知させる構造にする。そして、その振幅または振動
の情報を、第１光学系Ｌ１の一部の光学部品を光軸と略垂直に移動させる機構と同期させ
る。これにより、画面の振動を補正することを可能にする。その場合の赤外線センサ、検
知構造、同期させる手段等については、公知技術を利用して実現すればよいため、ここで
はその具体的な説明を省略する。
【０１１２】
　［投射光学系の他の構成例］
　次に、投射光学系３の他の構成例を説明する。
　大型の曲面反射面を使用する投射光学系３の場合、画像変調素子を駆動させる基板や冷
却機構等を含めた液晶プロジェクタ装置の全体構成で考えると、その高さ方向の寸法が大
きくなりがちである。このことから、当該液晶プロジェクタ装置に用いられる投射光学系
３については、以下に述べるように構成することが考えられる。
　以下、投射光学系３の構成について、第７～第１０の実施の形態を例に挙げて順に説明
する。
【０１１３】
　＜第７の実施の形態＞
　図７７は、第７の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
　図例のように、第７の実施の形態における投射光学系３は、上述した第１の実施の形態
の場合と同様に、第１光学系Ｌ１と第２光学系Ｌ２とを有している。そして、第１光学系
Ｌ１は、１次像面の側から第１１光学系Ｌ１１と第１２光学系Ｌ１２とが配されて構成さ
れている。
　ただし、第７の実施の形態における投射光学系３では、上述した第１の実施の形態の場
合とは異なり、第１１光学系Ｌ１１と第１２光学系Ｌ１２との間に、第１平面反射面Ｍ１
が配置されている。また、第１光学系Ｌ１と第２光学系Ｌ２との間に、第２平面反射面Ｍ
２が配置されている。さらには、第２光学系Ｌ２と２次像面との間に、屈折率ｎで構成さ
れる透過性を持つ平行平板Ｔが配置されている。
　なお、それ以外の構成については、上述した第１の実施の形態の場合と同様であるため
、ここではその説明を省略する。第１平面反射面Ｍ１、第２平面反射面Ｍ２および平行平
板Ｔの具体的な構成（形成材料等）についても、公知技術を利用して実現すればよいため
、ここではその説明を省略する。
【０１１４】
　第１平面反射面Ｍ１については、当該第１平面反射面Ｍ１のｙ軸回転角度β１と、当該
第１平面反射面Ｍ１のｘ軸回転角度α１とが、以下の条件式（８）および条件式（９）を
満たすように配置される。ここで、ｙ軸回転角度とは、ｙ軸回りの回転角度のことをいう
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。また、ｘ軸回転角度とは、ｘ軸回りの回転角度のことをいう。ｙ軸およびｘ軸は、液晶
プロジェクタ装置の設置面をｘｙ平面とした場合の当該平面における各基準軸である。
【０１１５】
　３０°＜｜β１｜＜６５°・・・（８）
【０１１６】
　３°＜α１＜１５°・・・（９）
【０１１７】
　上記の条件式（８），（９）は、液晶プロジェクタ装置の高さ方向（ｘｙ平面に直交す
るｚ軸方向。）の寸法を小型化するためのものである。すなわち、条件式（８）の下限に
満たない場合には、第１１光学系Ｌ１１と第１２光学系Ｌ１２が干渉してしまうおそれが
ある。また、上限を超える場合には、第１平面反射面Ｍ１と、第１１光学系Ｌ１１または
第１２光学系Ｌ１２とが干渉するおそれがある。一方、条件式（９）の下限に満たない場
合には、凹面反射面の高さ方向に対して光源が大きくはみ出してしまい、装置の高さ方向
寸法が大型化してしまう。また、上限を超える場合には、画像変調素子を駆動させる基板
、あるいは画像変調素子を冷却する部品類が、凹面反射面の高さ方向に対してはみ出して
しまうため、装置の高さ方向寸法が大型化する。
【０１１８】
　つまり、条件式（８），（９）で規定されるように、第１平面反射面Ｍ１は、ｙ軸およ
びｘ軸の両方について、それぞれに回転角度を有する。したがって、ｙ軸およびｘ軸のい
ずれか一方のみに回転角度を有する場合に比べて、ｘｙ平面に垂直なｚ軸方向における大
きさ、すなわち液晶プロジェクタ装置の高さ方向における大きさを、小さく抑えられるの
である。
【０１１９】
　この第１平面反射面Ｍ１については、全反射条件を満たすように構成することも考えら
れる。このように構成すれば、より明るい光学系を達成したい場合に有効となる。
【０１２０】
　第２平面反射面Ｍ２については、当該第２平面反射面Ｍ２のｙ軸回転角度β２と、当該
第２平面反射面Ｍ２のｘ軸回転角度α２とが、以下の条件式（１０）および条件式（１１
）を満たすように配置される。
【０１２１】
　２０°＜｜β２｜＜４５°・・・（１０）
【０１２２】
　３°＜α２＜１５°・・・（１１）
【０１２３】
　上記の条件式（１０），（１１）は、液晶プロジェクタ装置の高さ方向（ｘｙ平面に直
交するｚ軸方向。）の寸法を小型化するためのものである。すなわち、条件式（１０）の
下限に満たない場合には、第１１光学系Ｌ１１と第１２光学系Ｌ１２が干渉してしまうお
それがある。また、上限を超える場合には、第２光学系Ｌ２と画像変調素子との間が離れ
てしまうため、装置全体の大型化を招く。一方、条件式（１１）の上限を超える場合には
、凹面反射面の高さ方向に対して光源が大きくはみ出してしまい、装置の高さ方向寸法が
大型化してしまう。また、下限に満たない場合には、画像変調素子を駆動させる基板、あ
るいは画像変調素子を冷却する部品類が、凹面反射面の高さ方向に対してはみ出してしま
うため、装置の高さ方向寸法が大型化する。
【０１２４】
　また、第１平面反射面Ｍ１および第２平面反射面Ｍ２については、以下の条件式（１２
）および条件式（１３）を満たすように配置することが望ましい。
【０１２５】
　－２０°＜α１＋α２＜２０°・・・（１２）
【０１２６】
　７０°＜β１＋β２＜１１０°・・・（１３）
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【０１２７】
　上記の条件式（１２），（１３）は、特に光源として水銀ランプを使用する場合に有効
となる。すなわち、条件式（１２），（１３）は、光源のアーク部分を略水平に置くため
の条件であり、その上下限を超える場合には光源の寿命が急激に悪化することが考えられ
る。
　なお、条件式（１２）に規定される条件は、壁や電子黒板等といった地面と垂直な面が
投射面となる場合（例えば、図１参照。）に有効となる。また、条件式（１３）に規定さ
れる条件は、テーブル上への投射を行う場合（例えば、図５参照。）に有効となる。
　条件式（１２）および条件式（１３）のいずれについても満たす場合には、全ての投射
形態に対応可能な構成となる。すなわち、その場合、凹面反射面の裏面側に光源が配置さ
れることになる。
【０１２８】
　平行平板Ｔについては、当該平行平板Ｔのｘ軸回転角度αｔが、以下の条件式（１４）
を満たすように配置される。
【０１２９】
　６０°＜αｔ＜８７°・・・（１４）
【０１３０】
　防塵効果もあるため、第２光学系Ｌ２と２次像面との間に平行平板Ｔを挿入することは
有効である。ところが、例えば平行平板Ｔを光軸と略平行に配置すると、２次像面に入射
する光束の１部が当該平行平板Ｔに非常に浅い角度で入射することとなる。そのため、透
過率を高めるための反射防止膜上で光束の反射率が高くなり、結果的に明るさの劣化やゴ
ースト発生等を招く原因となり得る。
　したがって、平行平板Ｔについては、上記の条件式（１４）に規定される範囲で、傾き
を与えることが有効となる。すなわち、条件式（１４）の下限を超える角度で平行平板Ｔ
を配置すれば、反射率を小さくすることができる。一方、上限を超える場合には、平行平
板Ｔおよび２次光学系Ｌ２含めた装置全体の高さが大きくなってしまう。
【０１３１】
　また、平行平板Ｔの出射直後の位置、すなわち平行平板Ｔより２次像面側の位置には、
画像変調素子からの画像情報を完全に遮光できる遮光板を配置するとともに、その遮光板
を開閉自在の構造とすることも考えられる。このような構造にしておくことで、電源を切
ることなく、使用状況によって、画像情報のＯＮ／ＯＦＦを切り換えることが可能となる
。
【０１３２】
　ここで、第７の実施の形態における投射光学系３について、具体的な数値例を挙げる。
　図７８は、第７の実施の形態における投射光学系での条件式（８）～（１４）の具体的
な数値の一例を示す説明図である。
【０１３３】
　以上のような具体的な数値例によって特定される投射光学系３によれば、α１およびα
２に角度を持たせることで、液晶プロジェクタ装置を構成した場合の高さ方向寸法を、例
えば１３０ｍｍ程度に抑えられるようになる（例えば、図７７（ｂ）参照。）。
【０１３４】
　＜第８の実施の形態＞
　図７９は、第８の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
　図例のように、第８の実施の形態における投射光学系３は、上述した第７の実施の形態
の場合と同様に、第１平面反射面Ｍ１、第２平面反射面Ｍ２および平行平板Ｔを備えて構
成されている。
【０１３５】
　ここで、第８の実施の形態における投射光学系３について、具体的な数値例を挙げる。
　図８０は、第８の実施の形態における投射光学系での条件式（８）～（１４）の具体的
な数値の一例を示す説明図である。
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【０１３６】
　以上のような具体的な数値例によって特定される投射光学系３によれば、平行平板Ｔの
傾きを８５°に設定することで、液晶プロジェクタ装置を構成した場合の高さ方向寸法を
、例えば１２０ｍｍ程度に抑えられるようになる（例えば、図７９（ｂ）参照。）。
　図８１は、そのときの２次像面を含めた光路図の具体例を示す説明図である。なお、図
例は、基準投射距離時での光路図であり、８０″を投射したときのものである。
【０１３７】
　＜第９の実施の形態＞
　図８２は、第９の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
　図例のように、第９の実施の形態における投射光学系３は、上述した第８の実施の形態
の場合の構成に加えて、第２光学系Ｌ２から２次像面に至る光路上に、１つの反射面を持
つ第３平面反射面Ｍ３が着脱可能に配置されている。
　なお、第３平面反射面Ｍ３の具体的な構成（形成材料等）については、公知技術を利用
して実現すればよいため、ここではその説明を省略する。また、第３平面反射面Ｍ３を着
脱可能にする機構についても、特に限定されるものではなく、公知技術を利用して実現す
ればよい。
【０１３８】
　第３平面反射面Ｍ３については、当該第３平面反射面Ｍ３のｘ軸回転角度α３が、以下
の条件式（１５）を満たすように配置される。
【０１３９】
　－１５°＜α３＜０°・・・（１５）
【０１４０】
　上記の条件式（１５）は、液晶プロジェクタ装置による投射空間を小さくするためのも
のである。すなわち、条件式（１５）が規定する範囲に収まるように、第３平面反射面Ｍ
３を配置することで、当該第３平面反射面Ｍ３を大きくすることなく、投射空間を小さく
することが可能となる。具体的には、条件式（１５）の下限に満たない場合、第３平面反
射面Ｍ３から２次像面に向かう光束が、投射光学系３と干渉することになる。一方、上限
を超える場合には、第３平面反射面Ｍ３の大型化を招く。
【０１４１】
　また、第３平面反射面Ｍ３については、取り外し可能な機構を持たせることで、用途に
合わせて投射空間を変えることが可能となる。さらには、第３平面反射面Ｍ３の裏面で光
束を反射させることによって、使用者が直接蒸着膜に触れることがなくなるため、取り扱
いが容易になる。
【０１４２】
　ここで、第９の実施の形態における投射光学系３について、具体的な数値例を挙げる。
　図８３は、第９の実施の形態における投射光学系での条件式（８）～（１５）の具体的
な数値の一例を示す説明図である。
　このように、第９の実施の形態における投射光学系３によれば、条件式（８）～（１５
）の全てを満たすことで、小型で投射空間も狭い液晶プロジェクタ装置を提供することが
できる。
【０１４３】
　図８４は、第９の実施の形態における投射光学系を用いて液晶プロジェクタ装置を構成
した場合の２次像面を含めた光路図の具体例を示す説明図である。図例は、基準投射距離
時での光路図であり、８０″を投射したときのものである。
　図例のように、第３平面反射面Ｍ３を設置することで、液晶プロジェクタ装置を構成し
た場合の投射空間を、上述した第８の実施の形態の場合（図８１参照。）の８００ｍｍか
ら５９０ｍｍへと大幅に小さくすることが可能になる。
【０１４４】
　なお、第３平面反射面Ｍ３を設置する場合については、当該第３平面反射面Ｍ３を平行
平板で構成するとともに、第２光学系Ｌ２から２次像面に至る光路間に２回の透過と１回
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の反射を繰り返すように構成することが考えられる。
【０１４５】
　＜第１０の実施の形態＞
　図８５は、第１０の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
　図例のように、第１０の実施の形態における投射光学系３は、上述した第７の実施の形
態の場合と略同様に構成されているが、第１平面反射面Ｍ１として全反射プリズムＴＩＲ
を使用している点が異なる。それ以外の構成については、上述した第７の実施の形態の場
合と同様であるため、ここではその説明を省略する。また、全反射プリズムＴＩＲについ
ても、公知技術を利用して実現すればよいため、ここではその説明を省略する。
【０１４６】
　ここで、第１０の実施の形態における投射光学系３について、具体的な数値例を挙げる
。
　図８６は、第１０の実施の形態における投射光学系での条件式（８）～（１４）の具体
的な数値の一例を示す説明図である。
【０１４７】
　以上のような具体的な数値例によって特定される投射光学系３によれば、α１およびα
２に角度を持たせることで、液晶プロジェクタ装置を構成した場合の高さ方向寸法を、例
えば１３０ｍｍ程度に抑えられるようになる（例えば、図８５（ｂ）参照。）。
【０１４８】
　なお、上述した各実施の形態では、本発明の好適な実施具体例を説明したが、本発明は
その内容に限定されることはない。
　特に、第１～第１０の実施の形態で例示した各部の具体的形状および数値は、本発明を
実施するに際して行う具体化のほんの一例を示したものに過ぎず、これらによって本発明
の技術的範囲が限定的に解釈されることがあってはならないものである。
　また、例えば、上述した各実施の形態では、投射型画像表示装置として液晶プロジェク
タ装置を例に挙げて説明したが、他の投射型画像表示装置、すなわち画像変調素子として
液晶パネル以外を用いたものであっても、全く同様に本発明を適用することが可能である
。
　さらに、例えば、上述した各実施の形態では、投射型画像表示装置の光学系として好適
な投射光学系について説明したが、撮像装置（例えば、デジタルカメラ、監視用カメラ、
書画カメラ。）用の光学系としても勿論使用可能である。
　このように、本発明は、本実施形態で説明した内容に限定されることはなく、その要旨
を逸脱しない範囲で、適宜変更することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【０１４９】
【図１】超広角対応の液晶プロジェクタ装置の利点についての説明図（その１）である。
【図２】超広角対応の液晶プロジェクタ装置の利点についての説明図（その２）である。
【図３】超広角対応の液晶プロジェクタ装置の利点についての説明図（その３）である。
【図４】超広角対応の液晶プロジェクタ装置の利点についての説明図（その４）である。
【図５】超広角対応の液晶プロジェクタ装置の利点についての説明図（その５）である。
【図６】液晶プロジェクタ装置の概略構成例を示す説明図である。
【図７】液晶プロジェクタ装置における光源および照明光学系の概略構成例を示す説明図
である。
【図８】第１の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す光路図である。
【図９】第１の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図である。
【図１０】第１の実施の形態における投射光学系による横収差図である。
【図１１】第１の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図である
。
【図１２】第１の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射距
離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
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【図１３】第１の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能を有するレン
ズ群と移動量の具体例と、フローティング機能と変倍機能に関するレンズ間隔の具体例を
示す説明図である。
【図１４】第１の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明図
である。
【図１５】第１の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。
【図１６】第１の実施の形態における投射光学系を用いて、図１５に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
【図１７】第１の実施の形態における投射光学系を用いて、図１５に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図で
ある。
【図１８】２次像面上における対角サイズ、画歪等の変化量等を求める際に基にした計算
式の具体例を示す説明図である。
【図１９】第１の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な数
値の一例を示す説明図である。
【図２０】第２の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
【図２１】第２の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図である。
【図２２】第２の実施の形態における投射光学系による横収差図である。
【図２３】第２の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図である
。
【図２４】第２の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射距
離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
【図２５】第２の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能を有するレン
ズ群と移動量の具体例と、フローティング機能と変倍機能に関するレンズ間隔の具体例を
示す説明図である。
【図２６】第２の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明図
である。
【図２７】第２の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。
【図２８】第２の実施の形態における投射光学系を用いて、図２７に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
【図２９】第２の実施の形態における投射光学系を用いて、図２７に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図で
ある。
【図３０】第２の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な数
値の一例を示す説明図である。
【図３１】第３の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
【図３２】第３の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図である。
【図３３】第３の実施の形態における投射光学系による横収差図である。
【図３４】第３の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図である
。
【図３５】第３の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射距
離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
【図３６】第３の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能を有するレン
ズ群と移動量の具体例と、フローティング機能と変倍機能に関するレンズ間隔の具体例を
示す説明図である。
【図３７】第３の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明図
である。
【図３８】第３の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。
【図３９】第３の実施の形態における投射光学系を用いて、図３８に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
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【図４０】第３の実施の形態における投射光学系を用いて、図３８に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図で
ある。
【図４１】第３の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な数
値の一例を示す説明図である。
【図４２】第４の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
【図４３】第４の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図である。
【図４４】第４の実施の形態における投射光学系による横収差図である。
【図４５】第４の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図である
。
【図４６】第４の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射距
離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
【図４７】第４の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能を有するレン
ズ群と移動量の具体例と、フローティング機能と変倍機能に関するレンズ間隔の具体例を
示す説明図である。
【図４８】第４の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明図
である。
【図４９】第４の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。
【図５０】第４の実施の形態における投射光学系を用いて、図４９に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
【図５１】第４の実施の形態における投射光学系を用いて、図４９に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図で
ある。
【図５２】第４の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な数
値の一例を示す説明図である。
【図５３】第５の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
【図５４】第５の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図である。
【図５５】第５の実施の形態における投射光学系による横収差図である。
【図５６】第５の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図である
。
【図５７】第５の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射距
離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
【図５８】第５の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能を有するレン
ズ群と移動量の具体例を示す説明図である。
【図５９】第５の実施の形態における投射光学系において、フローティング機能と変倍機
能に関するレンズ間隔の具体例を示す説明図である。
【図６０】第５の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明図
である。
【図６１】第５の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。
【図６２】第５の実施の形態における投射光学系を用いて、図６１に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
【図６３】第５の実施の形態における投射光学系を用いて、図６１に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図で
ある。
【図６４】第５の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な数
値の一例を示す説明図である。
【図６５】第６の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
【図６６】第６の実施の形態における投射光学系の要部構成例を示す説明図である。
【図６７】第６の実施の形態における投射光学系による横収差図である。
【図６８】第６の実施の形態における投射光学系のレンズデータの具体例の説明図である
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【図６９】第６の実施の形態における投射光学系の１次像面側の開口数ＮＡ、基準投射距
離時の最大半画角ω、最大の１次像面高さｙの具体例を示す説明図である。
【図７０】第６の実施の形態における投射光学系において、画面シフト機能を有するレン
ズ群と移動量の具体例を示す説明図である。
【図７１】第６の実施の形態における投射光学系において、フローティング機能と変倍機
能に関するレンズ間隔の具体例を示す説明図である。
【図７２】第６の実施の形態における投射光学系に対応する非球面係数の具体例を説明図
である。
【図７３】第６の実施の形態における画像変調素子の具体例を示す説明図である。
【図７４】第６の実施の形態における投射光学系を用いて、図７３に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射したときのＴＶ歪曲の状態を示した説明図である。
【図７５】第６の実施の形態における投射光学系を用いて、図７３に示した画像変調素子
を２次像面上に拡大投射した時の、対角サイズ、画歪等の変化量の具体例を示す説明図で
ある。
【図７６】第６の実施の形態における投射光学系での条件式（１）～（６）の具体的な数
値の一例を示す説明図である。
【図７７】第７の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
【図７８】第７の実施の形態における投射光学系での条件式（８）～（１４）の具体的な
数値の一例を示す説明図である。
【図７９】第８の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
【図８０】第８の実施の形態における投射光学系での条件式（８）～（１４）の具体的な
数値の一例を示す説明図である。
【図８１】第８の実施の形態における投射光学系を用いて液晶プロジェクタ装置を構成し
た場合の２次像面を含めた光路図の具体例を示す説明図である。
【図８２】第９の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
【図８３】第９の実施の形態における投射光学系での条件式（８）～（１５）の具体的な
数値の一例を示す説明図である。
【図８４】第９の実施の形態における投射光学系を用いて液晶プロジェクタ装置を構成し
た場合の２次像面を含めた光路図の具体例を示す説明図である。
【図８５】第１０の実施の形態における投射光学系の概略構成例を示す説明図である。
【図８６】第１０の実施の形態における投射光学系での条件式（８）～（１４）の具体的
な数値の一例を示す説明図である。
【図８７】スクリーンに対する入射角θの説明図である。
【図８８】従来型の液晶プロジェクタ装置で使用される画面シフト機能の一具体例の説明
図である。
【符号の説明】
【０１５０】
　１…光源、２…照明光学系、３…投射光学系、Ｐ…画像変調素子（液晶パネル）、Ｌ１
…第１光学系、Ｌ２…第２光学系、Ｌ１１…第１１光学系、Ｌ１２…第１２光学系、Ｌ１
１ａ…第１１ａ群、Ｌ１１ｂ…第１１ｂ群、Ｌ１１ｃ…第１１ｃ群、Ｌ１１ｄ…第１１ｄ
群、Ｌ１２ａ…第１２ａ群、Ｌ１２ｂ…第１２ｂ群、ＳＦ…画面シフト機能、ＭＦ…変倍
機能、ＦＦ…フローティング機能、Ｍ１…第１平面反射面、Ｍ２…第２平面反射面、Ｍ３
…第３平面反射面、Ｔ…平行平板
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